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経済学研究第32巻第1号 73 (73) 

経済学におλける政府の位置づけ

一一一ヴァージニア学派を中心に一一

小林好宏

はじめに

本稿は，経済学における政府の位置づけ，役割りを，厚生経済学，公共選

択の理論，そして最近大きくとりあげられるようになったヴァージニア学派

のそれぞれについて比較検討し，市場機構にもとづく有効な資源配分を実現

する自由経済のシステムと政府部門の効率的活動との斉合性が可能か否か，

もし不可能であるとすれば，それがなにによってもたらされているか，さら

に，そのずれを縮める手段はなにか，という問題について解明の糸口を見出

そうとするものである。

政府あるいは国家の本質については，少なくとも近代国家論については，

ホップズ以来さまざまな国家観が提示されてきた。しかし，経済学において

は，国家が経済社会の中である役割りをもつことが認められてはいるもの

の，政策主体としての国家の役割りや位置づけが必ずしも明確であったとは

言い難い。

厚生経済学における国家は，市場経済の外部に存在し，予算制約をもっの

みで，その行動については，企業部門や家計部門のような行動基準をもたな

い。したがって，その行動目標あるいは行動基準を強いて求めるとすれば，

中立的な第3者として，国民の厚生の極大化をはかるものと，暗黙のうちに

前提されていたとみなしてよいだろう。

非市場的な財，すなわち公共財の供給が政府の主要な役割りであるとして

も，それが効率的な資源配分につながるかどうかは，公共財供給についての

政治過程，すなわち民主社会においては投票のルーノレが，市場の機構になぞ
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らえうる性質をもっているかどうかが問題になる。公共選択の理論はこうし

た政治過程の経済分析という性質をもっているが，そこでの政府は，国民の

要求に受身に反応する存在でしかなし、。しかし，現実の政府はそのようなも

のであろうか。この点について独自の見解をうち出したのがヴァージニア学

派である。ブキャナンとブレナンは，政府をホップズのリヴァイアサンにな

ぞらえ，独自のモデノレを提示した。それは幾分か非現実的な仮定にもとづい

ているとはいえ，こんにち，いくつかの点で示唆的なものを含んでいる。ブ

キャナン等は，財サーピスの不可分割性，あるいは外部性にもとづくいわゆ

る市場の失敗が存在するのと同様，民主政治のプロセスにもちょうど市場の

失敗に対応するような政治の欠陥が存在することに注目している。初期の公

共選択の理論は，市場を通じての資源配分と同様，投票を通じての資源配分

を考え，市場的財，非市場的財すべてについて，最適資源配分達成の可能性

を追求した。投票を通じる資源配分が有効か，あるいは，集団的な選択行動

が，それを構成する個々人の最適化行動と斉合しうるか，という問題は，公

共選択の理論の最も重要な課題であるが，個人主権の前提のもとで，個人の

選好の集合としての社会的選好を導出するプロセス，すなわち多数決原理の

ような民主的政治プロセスが，合理性を持ちうるかという問題，し、し、かえれ

ば社会的厚生関数が存在しうるかという問題は，有名なアローの古典ともい

うべき書物にとりあげられた。それ以来，この分野の重要な主題となってき

た。そして，その過程で，政治プロセスの欠陥は種々指摘されてきた。しか

しだからといって，選挙というプロセスの有効性を重視せずに，それに代替

する公共財供給の方法を提示したのは，ヴァージニア学派が最初である。

本稿では，これまでの経済理論における政府の位置づけ，役割りを整理検

討し，ヴァージニア学派の議論を中心に据えながら，効率的な資源配分と斉

合しうる政府のあり方について考察することを目的としている。

第1節では，本稿で展開しようとしている問題の所在と，より具体的な課

題の設定を行なう。そこで，経済学における政府の役割り，位置づけを明確

にすることの積極的な意義を示す。第2節では，これまでの経済理論の中で
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の政府の扱い方について，その特徴を展望する。ここでは，古典派経済学や

マノレクス経済学については省略し，伝統的な厚生経済学，すなわちパーグソ

ン，サミュエルソン，さらに初期の頃の公共選択の理論ーーたとえば，ダウ

ンズ『民主主義の経済理論』における政府の考え方一ーを主に取りあげる。

第3節では，これらを批判したヴァージニア学派の政府についての考え方を

主として政治過程の不完全性を中心に吟味する。ヴァージニア学派は，多数

決原理が最適均衡をもたらさず，政府の権力に対する有効な規制になりにく

い面を強調し， むしろ政府が選挙によっては制約されず， 市民を支配する

govern機能が強く作用することを指摘し， リヴァイアサンのモデルを提示

するに至る。そこで，第4節では，ホップズのリヴァイアサンについて言及

し，ヴァージニア学派が何故ホップズに注目したのか，考え方の共通性はな

にか，という点について検討する。そして第5節では，具体的に，ブキャナ

ンとブレナンによって示されたリヴァイアサン的国家における望ましい税体

系に関する議論をとりあげ，その性格，意味を検討する。最後に，この検討

を通じてヴァージニア学派の議論の主要な特徴を示すとともに，こんにちの

望ましい政府および政治過程のあり方についての糸口を示す。

1) Geoffrey Brennan and James， M. Buchanan “Towords Tax Constitution for 

Leviathan，" journal 01 Public Economics， 8 (December 1977)， pp. 255-273. 

G. Br・ennanand J. M. Buchanan，“Tax Instruments As Constraints on the 

Disposition of Public Revenues，" journal 01 Public Economics 9 (June 1978). 

2) K. J， Arrow; Social Choice and lndividual Values， 1951. 

3) A. Bergson，“A Reformulation of Certain Aspects of Welfare Economics，" 

Quarterly journal 01 Economics， 52， Feb. 1938， pp. 310-334; reprinted in 

Readings in Welfare Economics， 1969， pp. 7-25. P. A. Samuelson，“The Pure 

Theory of Public Expenditure，" Review 01 Economics and Statistics， Nov. 

1954， pp. 387-89: Reprinted in Readings in Welfare Economics， 1969， pp. 

179-82. P. A. Samuelson.“Pure Theory of Public Expenditure and Tax-

ation，" in Public Economics， edited by J. Margolis and H. Guitton， 1969. 

4) A. Downs， An Economic Theory 01 Democracy， 1957. 古田精司監訳『民主主

義の経済理論』成文堂，昭和55年。
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1. 問題の所在と課題の設定

経済を企業部門，家計部門，政府部門の三つの部門に分けると，企業部門

と家計部門では， 相互に市場を通じて生産要素と生産財， 消費財が取引さ

れ，理論上均衡がえられる。しかし政府部門については，他の二つの部門と

異なる。部門間の取引関係で経済の循環の仕組みを把握するなら，政府部門

は公共財を二つの部門に供給し， 代償として税を徴収するということにな

る。しかし公共財については次のような問題点がある。

① 公共財の供給とその代価としての税の徴収は，市場を通ずる取引では

ない。したがって，市場の機構を通じての有効な資源配分が達成されない。

② 現実の政府の行動には，公共財の供給以外の政策の実行がある。産業

政策，所得再分配政策等々がそれで、ある。これらをひっくるめて，資源再配

分政策と呼ぶことにしよう。この政策がノξレートの意味での改善になるとい

う保証はない。

③ 上のことは言し、かえれば次のことを意味する。産業の保護や所得再分

配は，ある種の公平や安全とし、う財を供給するものと考えれば，それらも広

義には公共財の供給ということになる。そこで資源の再配分を広義の公共財

の供給と定義し，政府の活動を公共財の供給に限定して議論をするとしよ

う。狭義の公共財について，負の公共財はないと仮定することはできる。し

かし，政策の実行(たとえば特定産業の保護)をもって広義の公共財の供給

とするならば，特定の人々あるいは産業にマイナスの効用をもたらすことも

ありうる。狭義の公共財の供給だけならば，個々人については，受益と負担

の一致の保証はないが，社会全体については受益と負担が対応していると考

えてよL、。(少なくとも，マイナスの効用をうる個人は含まれていない)。し

かし広義の公共財の供給は，ある人の状態を改悪することを伴なって特定の

産業や個人の状態を改善することがありうる。この場合，受益と負担の不一

致はいっそう大きくなるかもしれなし、。

④ 企業部門と家計部門の行動(生産物，生産要素の供給と需要)には，
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合理的行動原則がある。しかし政府部門の行動には，そうした(効用最大化

というような)行動原則が明示されてこなかった。

以上の問題点のうち，②，③は①の拡張であり，基本的には，①と④が政

府の経済理論における位置づけの主要問題である。①の問題は，公共財の最

適供給あるいは公共財が含まれる場合の， 最適資源配分の問題を中心とし

て，公共経済学の分野で、主として取り扱われてきた。一般に非市場的な財に

ついて，何をどれだけ供給するかという問題は，市場によって決定できない

から，結局，政治的決定，すなわち投票による決定となる。これらは，個々

人によって構成される集団の意思決定の問題であり，それは投票あるいは選

挙とし寸政治過程を媒介にする。この政治過程が市場を通じる最適資源配分

と同様の結果をもたらすか，すなわち均衡が存在するか，均衡は安定か，と

いう問題を主たる課題としてとりあげてきたのが，公共選択の理論と呼ばれ

るものである。公共選択の理論は，市場による資源配分と政治過程を通じる

資源配分の双方について，斉合性のある首尾一貫したメカニズムを追求して

きたといえる。しかし，その過程で，政治過程が必ずしも個人の効用最大化

と社会の効用最大化とを有効に結びつけえないこと，かくて最適資源配分を

達成することに失敗する場合が，条件によっては，多くみられることを示し

てきた。

伝統的な厚生経済学においても，公共選択の理論においても，政策主体と

しての政府の行動原理については明確にされてはいなかった。 ダウンズは

「民主主義の経済理論」において，政党の行動を得票最大化行動として示し

た。議会政治のもとでは，多数派が政府を構成するのであるから，政府の行

動原理はそのまま政党の得票最大化の延長上にあると考えることができる。

そして政策は，政党間競争を媒介にして決定される。政府はたえず選挙とい

う制約を受けているから，行動は無原則ではなし、。しかし，この場合，選挙

は政府の洛意的な行動に対する制約条件としての役割りを果たしているので

あって，得票を得ることが究極の目的といえるかどうか疑問である。たしか

に政党の直接目標は得票を得ることであるかもしれなL、。しかし，それはあ
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くまでも選挙とL、う手続きの際においてである。政府は官僚機構を背後に持

っている。官僚は，固によって多少の差はあるが，選挙の如何にかかわらず

持続性を持っている。さらに，選挙は常に， 日常的に行なわれるものではな

い。となると，選挙は政府の行動目標というよりは，政府の行動に対する制

約条件としての役割りをもつものといえる。

企業は利潤最大化を，家計は効用最大化を目標にしている。経済の一部門

としての政府はなにを行動目標にしているか。伝統的な厚生経済学は，あた

かも政府が国民の総体としての意思を代弁する機関として，国民の効用最大

化を行動基準にしているかのように扱っていた。しかし，利害を異にする国

民の意思を集約する手続き，すなわち社会的厚生関数が存在可能か，という

アローの有名な問題にみられるように，個人主権のもとで，異なる多数の個

人の意思の合理的集約はきわめて困難である。利害の対立する人々をいくつ

かにグループ分けすることによって，政党間競争を通じる均衡を見出すこと

は，たしかに，一つのアプローチであるが，その政治プロセス自体にさまざ

まな問題を含んでいることは，後述するとおりである。

さて，政府が企業や家計のように合理的な行動原理をもっているか，とい

う問題は重要である。効率的な資源配分の問題は，一般に公共財の最適供給

の問題として扱われているが，政府部門自体が効率的に運営されているかど

うかとしづ問題自体，重要である。これを選挙による制約 electoralconst-

raintsのみで保証しうるか。これは一つの重要な課題である。

政府は，官僚機構の持続性を考慮にいれると，国民の意思の代表機関であ

りながら，なお，他方では独自の存在でありうる。国民の意思から相対的に

独立した実体としての政府というものを考えることは有意味である。それは

ちょうど株式会社において，株主から自立した企業組織とその運営責任者と

しての経営者を考えるのに似ている。もし政府をそのように考えるならば，

独自の主体としての政府の行動目標一一選挙による制約とは区別されたーー

を考えることは，有意味に違いなし、。

主体としての政府に独自の性格を賦与し，その行動目標を一種の利潤最大
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イ七一一一surplusmaximizing-ーとして示したのは， ブキャナンとブレナンで

ある。ブキャナン等は政府をリヴァイアサンになぞらえ，その上で，国民の

効用最大化と政府の余剰最大化とが両立しうる均衡点を求め，それをもたら

すような税体系を示した。この議論は重要な意味をもっ。政府の目標は国民

の効用最大化にあるのではなく，直接には，余剰(それは怒意的な政策一ー

たとえば与党が代弁しているような一部の社会層の利益に資する政策一一実

行のための蔚源で、あったり，官僚のボーナスや交際費であったりする)の最

大化にある。しかし，たとえそうであっても，国民の効用最大化と両立しう

る仕組みがあれば，もちろん，それは望ましし、。利潤最大化を目標とする私

企業の私的財の供給に関して，市場が最適な均衡を実現する機能をもつのと

同様に，余剰の最大化を目標とする政府の行動と国民の効用最大化との均衡

をもたらす仕組みとして税体系を考えることになる。したがって税体系は，

市場機構と同様，その社会の基本的枠組みとして，立憲的段階で設定されね

ばならない，ということになる。もちろん，これはあくまでも仮説上の極論

である。しかしながら，このような極論を通じて政府の本質の一面を明らか

にし，社会的最適を求めるというやり方は示唆的である。

以上の議論を図式的に整理してみよう。

家計

政府

i財・サーピスの購入・H ・H ・-……市場一1→公共財の供給

企業) _. I生産用役の購入...・H ・.....…・・準市場」

家計J --1その他の行政サービスコスト 準市場寸→公共サービスの
l 非市場」 供給

歳入 歳出

家 計 府

企業 消費財
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このマトリックスは，産業連関表とおなじく，部門間の取引関係を示して

いる。企業と家計相互の取引は市場取引であり，政府の財サービスおよび生

産用役の購入は市場又は準市場取引であるが，政府の公共財の供給は非市場

的である。市場取引の部分は二重の枠で囲ってある。その外側は非市場的な

公共財，公共サービスの供給と受益，及び税の徴収を示している。税は，政

府による財サービス，生産用役の購入に用いられるほか，その他の行政サー

ビスの提供のため用いられるO これらの政府による購入は，買手独占的市場

を通ずる購入でもある。

各部門の行動目標についてみると，企業は利潤最大化，家計は効用最大化

を行なうが，政府については不明である。企業，家計という 2部門内の取引

は，市場を通じて行なわれ，競争を通ずる価格決定が示されて均衡する。政

府は企業と家計に公共財，公共サービスを提供し，代償として税を受けとる

が，公共財の供給と税の受けとりに， 1対 1の対応関係はなし、。

政府と民間の関係をもう少しくわしくみよう O 政府の財サービスの購入，

生産要素の調達は，市場取引の中に入っている。し、L、かえれば，企業部門も

家計部門も，政府部門という市場に直面している。他方，政府による財サー

ピスの供給は，非市場的である。しかしながら，公共サービスの一部には市

場的に供給されるものもある。これには，料金制度をとる公共サービスと，

各種行政サーピスで手数料をとるものとがある。前者は，ほとんど市場取引

と言ってし、し、が，後者は，純粋な市場とはいえなし、。半ば強制的サービスと

呼びうるものが多L、からである。

政府は，財サービスを購入する段階では，市場に直面しているとともに，

費用最小化をはかるとL寸意味で，私企業的である。これは納税者の意思を

代弁した行為で、あると通常は解釈されている。しかし，仮に，政府が余剰最

大化を目標にしているとしても，同様に買手の立場にたつ場合には，費用最

小化行動をとるであろう。しかし，公共財の供給者としづ立場にたつと，公

共財を供給する目的が， 国民の福祉を目的とした政府の思恵的行動として

か，あるいは公共財を要求する国民の行動の単なる反映としてしか扱ってい
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ない。合理的主体としての政府は姿をあらわさなし、。

公共財の供給と裏議の関係にある税η決定は，政治的過程を経由するo し

かし，それは公共財の鉄総と践接は対応していない。このような政府部門に

ついての認識の現状のもとで，政府部門と政治ヅ口セスを含んだ最適資源配

分を模索することが，当然，経済学の援要な諜題となってくる。

以下，次節以下で燦揮する課題全示そう。

岱伝統的理論において，政府はどのように譲われていたか。

参政治退複を導入して絞適資源寵分をと考える場合，何が無題か。民主政

治をど市場機構になぞらえた場合，市場の失敗に照応するような怒旅での「政

治の失敗」がなし、かどうかのあるとしたらそれはどのようにして完寂しう

るか。

③ ヴァ…ジニア学派は，この政治選程の機能不全た重視して，選挙?と制

約されない政府，投薬務の意思を反映しない政策の可能性を強調し， 予ヴァ

イアサン的問家のよそデノレを聾示ずるのだが，ホップズの 1) Tアァイアサンの最

も本賀的特徴は何か。をたグァージニア学派の怒惣との共通伎はどこにある

か。

ゆ ヴァージニア学派の積極的主張はどこにあるか。

以上の課麗を， I順次とりあげる O オー;鵠では，告について，基本的考え方の

検討のみにとどめ，より詳しい税総のモデルにつし、ては，別な機会にとりあ

ぜる。

。公共選択 publicchoiceの潔識の燦史は予言し、む これについてはミ品ーラ…の詳し
い展議論文がある。)).C. Mueller， "Public Choice: A Survey，" Journal of 
Eco持omicLiterature. June 1976， pp. 395-433. 
むことで伝統的な厚生経済学友いうのは，バーグソ γやサミ品エノレソ γ等の厚生経済

学上の研究奨毅を代淡として，それにつらな ~r一巡の議論を携している。それらの

:=t.要なものは，アロー，スキトフスキ…綴の Readingsin Welfare Economics 

に収録されている。 Readi持gsin Welfare &0持omics，edited by K. J. Arrow 

and T. Scitovsky， AEA series 1969. 

3) A. ))owns; A持 Econo桝 icTheory of Democracy， 1959. "&封印精司皇室訳『民主主

畿の経済主主総』成文堂 昭和55午、。

4)官僚舗の位畿づけは閣によって異なる。米国のように大統領が交代すれば，ホワイ
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トハウスの上級スタップも交代するとL、う場合と，日本のように，仮に政権が交代

しても，官僚の構成がし、ちじるしく変わることはない場合とで，官僚の持続性の意

味は兵なる。

5)個人主権あるいは個人主義的効用関数を前提にして，そこから社会的効用関数を導

出する合理的手続，すなわち社会的厚生関数が存在可能かどうかという問題に対

し，その不可能性を論証したのがア戸ーの一般不可能性定理である。K.J. Arrow; 

Social Choice and lndividual Values， 1951. 

6)この場合も，経営者が株主によって拘束されていないというのではなく，株主によ

る制約のもとで独自の目的関数を最大化しようとするところに意味がある。官僚や

政府も，国民=投票者によって制約されていないというのではなく，国民の効用最

大化という要求の制約のもとで，独自の目的を最大化するという政府の行動を考え

ることができるだろう。これは企業理論における経営者支配のモデルに対応す

る。

7) G. Brennan and J. M. Buchanan，“Towards a Tax Constitution for Leviathan，" 

Journal 01 Public Economics， 8， Dec， 1977. 

一一一一一一一，“TaxInstruments As Constraint on the Disposition of Public 

Revenues，" Journal 01 Public Economics， 9， June 1978. 

2. 政府の位置づけ一一展望一一

ブキャナンとブレナンは，財政制度の望ましいあり方についていくつかの

論文を発表しており， そこで， 政府をホップズのリヴァイアサンになぞら

え，そのように前提した上で，国民の福祉と両立するような税制のあり方を

示している。そのようにリヴァイアサン的国家を前提にしたモデ、ノレを展開す

る理由として，伝統的なアプローチでは，政府の財政政策が最適な均衡をも

たらさないというヴァージニア学派の年来の主張がある。すなわち，政府の

活動は非効率的で， しかも財政の規模は拡大しがちである，とL、う周知の議

論である。このような政府の活動に制限を加え，国民の福祉を増大する政策

をとらしめるものとして，選挙制度がある。選挙は，代議政治のもとでは，

国民個々人の意思，選好を表現する手段である。すなわち，個人の選好を集

計して公共の選好として顕示する手続きである。それは当然，政府をして納

税者=投票者の意思を反映する行動をとらしめるよう強制することになる。

選挙という制約が政府の行動を規制することになるというのは，公共選択
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の理論や政治過程の分析でみられる考え方だが，ブ.if-ャナン等は，この選挙

による髄約 electoralconstraintが有効ではない，と考え，通常の選挙を通じ

される政策レベルよりも，より上位の， 基本法的段階 constitutional

levelにおいて，重要な財政制度をど決めておき，議意的に財政宏拡大したり，

増税や減税などをど行なえないようにしておくべき という考え方にたって

いる。ただちに想像しうるよう?にこれは，財政繊度について一定のルール

しくたとえば均衡予算の原則のようなL慈意的に動かしえないよう

にするという考え方で，マネー・サプライについて一定のノレールを設定し，

よる怒意的な政策安避けようというマネタ Fズムの発想、と共通す

るところがある。

うした議議を導く過程でヅキャナン等は，政府の本賀は持か，政治過裂

が望ましい政策の実行を可能ならしめるか，としづ政治経済学上の謂題を分

析する。そのI=t-で，長統的な爆生経済学や初期の公共選択の理論における政

府の扱い方な分析し，それと自 る政府との違いすピ明らかにす

以下，ブキャナンとブレナンの議論さどベ…スにしながら，政府のとらえ方，

位置づけを幾議し，そのよで彼等が讃緩的に示そうとしている政府の荻窓を

明らかにする。

市場経済に対応するごとし政府が一部の民に損失を与えることなしに

なんらかの改穫をもたらすような政策を しうる必婆条件は，全会一致の

/レーノレである。そして全会一致以外には，政治過程による資源配分は，

経済学"でしザ効率一一バレート最講一一ーを保証する方法はない。こ

致のノレー/しの重姿性:を最初に認識していたのはウィダセノレでるった。ブキャ

ナン等は，しかしながらこのウィグ七ル流の理懇化された政治的秩序が成り

たつために，政府は「純粋に強鋭力をもたない」ということに波鴬、すべきで

あるとしづ。すべての政府活動は，全会一致の伺意が得られたときに進めら

れる。そしてその活動は，すべての政党にある種の利益が受けとられるよう

多数者聞の交換による改善をもたらす。これはまさに自発的交換の理論

とおなじである。換言すれば，市場合還じる交換によるパレート義適の実現
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とおなじである。

しかしながら， ブキャナン等によると， ウィグセノレ的世界は観察される現

実の世界とはかけ離れており，現実には，取引コスト，フリーライダーの問

題等，自発的交換による最適な均衡からのずれをもたらす要因がし、たるとこ

ろ存在する。公共活動による全会一致の達成のためのコストは膨大であり，

結局，合理的市民は，全会一致のノレーノレによる政治過程の有効性をいくぶん

かは犠牲にしなければならないことを知る。そこで、全会一致にかわって多数

決原理が登場するのだが，そこでブキャナン等が主張するのは，全会一致は

政府の行動に対して強い制約を課しているが これが多数決原理にかわる

と，選挙による制約 electoralconstraintを極端に弱めるという点であり，

公共選択の理論では，その点が十分強調されてこなかったというのである。

そこで，多数決によっても，政府権力に対する制約を具体化しないような

モデルをつくって分析してみる必要がある。そのような制度上の設定のもと

で望ましい税制を考えようというのが，ブキャナン等の意図で、ある。すなわ

ち選挙による政府権力に対する制約は，全会一致ノレーノレの場合は最も強いが

多数決原理になると，それは弱められる。そこで通常の多数決の場合，この

制約の弱さに代替するものとして，財政上の制約が必要になってくる。この

財政上のノレーノレは，基本法的レベノレで設定されねばならない， というのが，

ヴァージニア学派の考え方である。こうしたことから，最適税制の問題が論

じられるのであるが，選挙による制約が有効でない政府，とし、う主張を裏付

けるように， 従来の伝統的理論における政府の取り扱い方が論じられてい

る。

政府が重要な位置を占める経済学(主として厚生経済学，財政学ないし公

共経済学の多く)において，政府は中立的第3者であるとどうじに，ある意

味では専制的であった。 ブキャナン等は， それを慈善心に富んだ専制政治

benevolent despotism と呼ぶ。パーグソン=サミュエノレソン流の厚生経済

学， ピグー，マスグレイブの財政理論，ティンパーゲン，ハンセンの議論，

さらに最適税制といった見出しで、書かれた現代の功利主義論者達の仕事にも
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みられる。これらに共通しているのは，政府は国民の厚生の最大化を目標に

するという意味で benevolentであり，しかも政府の意思決定が国民の意思

によって制約されないという意味で despoticであった。

これに対し，有名なアローの SocialChoice and IndivKlual Valuesをはじ

め， ダウンズの， 1"民主主義の経済理論」等の公共選択の理論は， 政策意思

決定に至る民主的な政治プロセスの問題を論じた。ここでは，政府は独立の

意思決定を行なうわけではなく，政党政治のもとでは，選挙を通じて国民の

意思を反映するように政策が決まる。ブキャナンは，これを需要に駆り立て

られた demanddriven政府ーとしづ。すなわち，国民の意思に受身に対応す

る政府が前提されているというのである。ここでは，政府は despoticでも

なければ benevolentでもなし、。政府は存在しないようなものである，とい

うのである。し巾、かえれば，政府は政党聞の競争を通じて国民の意思を代表

するが，支配する governとL、う意味での政府 governmentではない，とい

うのである。

ブキャナン等は，政府のモデ、ノレを考える際に，まず「慈善心に富んだ専制」

の仮定を排除する。とどうじに，初期の公共選択の理論のような受け身の，

需要に駆られて適合する demanddriven政府の考え方も否定する。

このように (i)伝統的アプローチー-benevolentdespotismと， (ii)公共

選択の理論一一一demanddrivenとに分けると， ヴァージニア学派は， (i)に

より近し、。だが，その中から despotismを残し， benevolentの仮定を除く

ところが伝統理論と異なる。 L、し、かえれば，支配する governという意味で

の政府を考えるのである。これがリヴァイアサンの発想につながる。

ところで，ブキャナン等が特に (ii)の初期の公共選択の理論を排する最も

大きな理由は，選挙制度による効率的資源配分の達成についての疑問，選挙

を通じての政府の専制に対する制約の効果についての疑間にある。公共選択

の理論においては，選挙が政府の洛意的活動を制約する手段であるが，ブキ

ャナン等は，それに疑問を提起し，非選挙的手段による制約を考える。それ

が，後述するような憲法的レベノレで、の税制の設定で、ある。
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この議論を詳しくみる前に，民主政治のプロセスについて代表的なダウン

ズの分析を簡単に展望し， 次にブキャナン等の指摘する多数決原理の欠陥

(これはあたかも市場の失敗に対応する)について検討してみよう。

ダウンズは，民主政治について次のようなモデルを考えている。①政府は

政治的支持 politicalsupportの最大化を追求しようとする。政府の主目標は

再任されることであり，政権外にある政党は選任されることが目標である。

②選挙ごとに最多得票をえた政党が，次の選挙まで政府のすべてを支配し

controls the entire government，その間，総選挙によるにせよ，又は議会に

よるにせよ，中間的な投票 intermediatevotesがなし、。政権担当政党は，憲

法の範囲内で制限されざる行動の自由を有する。

この，②の仮定は重要で、ある。何故なら選挙による政府の行動の制約の範

囲に関係するからである。もし個々の政策決定が，その都度，投票によって

いるのなら，政府はまさに demanddrivenであろう。しかし現実には，選

挙は4年に1度というように，ある幅のある期聞をもって行なわれる。その

期聞がながいほど，政府の自由裁量の余地は大きく，選挙による制約は弱ま

るであろう。では，選挙をたひ、たび行なってはどうか。これについては，膨

大なコストがかかるために，かえって効率を阻害するという欠陥がある。政

治の欠陥の存在は多かれ少なかれ，公共選択の理論の論者も認めているのだ

が，だから選挙制度に代わる他の制約条件を課すべきだというのがブキャナ

ン等の主張であるのに対して，民主政治の欠陥をできるだけ縮小していこう

という考え方もあるだろう。民主政治の有効性(国民個々人の選好をどれだ

け正確に顕示し，実現できるかとし、う意味での)は，選挙が行なわれる頻度

だけではなく，政治の及ぶ規模，すなわち共同体の規模にも依存する。おそ

らく，国家単位よりは自治体単位のほうが，構成員の選好を反映しやすく，

民主主義のコストも安くつく， ということになるだろう。したがって，民主

政治の欠陥を除去することと，政治のコストとの聞にはトレードオフ関係が

あるにしても，国と地方自治というような組織の単位と権限関係を工夫する

ことによって，政治の欠陥を補整しつつ，かつ政治のコストを節約するとい
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再びダウンズに立ち戻ろう。政府あるいは国家についてダウンズはどのよ

うに考えていたか。彼は序論の中で、ブキャナンの古い論主に示された考え方

を批判する。そこでブキャナンは，国家についての 2つの相互に排他的な考

え方を提示している，というのである。 1つは，国家をそれ自身，個人の目的

とは必ずしも結びつかない別個の人格をもつものと考えるもので，それ自体

の厚生又は効用を最大化する，とみる。これは有機体説的接近法 organismic

approach とし、L、うる。もう一つは純粋に個人主義的な見方で， 個人のみが

効用関数をもっとする考え方であり，そこでは国家は個人の欲求を集合的に

満足させるための単なる手段である， と考えている。

この古い論文でのブキャナンの見方は，現在少し変化している。しかし，

この二つのうち，純粋に個人主義的な国家観というのが，ブキャナンのいう

demand drivenな国家に対応する。ところで，個人主義的な政府観において

は，何故，課税が強制されうるのか， とし、う問題が生ずる。これに対するサ

ミュエルソンの答えは，国家は不可分割的な便益， (あるいは共同消費財)の

提供のみを行なっており，その便益は，すべての人が享受しているのだから

それに対する負担，すなわち納税にすべての人が同意している，というもの

である。しかしダウンズは，国家についての個人主義的見方一一自発主義的

国家観 voluntaristicview of the stateとダウンズは言うーーと，国家によ

る課税という強制力の行使とは矛盾しないというサミュエノレソンの見解にも

批判的である。ダウンズによれば，ブキャナンもサミュエルソンも，有機体

説と個人主義的国家とL、う二分法を前提にしているが，そのいずれも排除さ

れるべきだとL、う。

ダウンズのモデノレの基本的特徴は次のように要約される。「われわれのモ

デルは，政治的仕組みを用いて，個人の目的構造と社会の目的構造とのあい

だに明確な関係をつくりあげようとするものである。成人の市民はそれぞれ

1票の投票権をもつがゆえに， 各人の厚生選好は，政府からみてウエイトが

つけられるが，政府は各人の投票だけに関心をもち，各人の厚生には関心が
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ない。………われわれのモデノレは，………規範的モデ、ルで、はない。………われ

われのモデルが含む唯一の規範的要素は，成人の市民はだれでも 1票にして

l票だけの投票権を有するとし、う仮定に暗黙に含まれている。」

ダウンズは「民主主義の経済理論」の第1章で，モデルの基本構造を述べ

ている。これを個条書き的に要約すると，次のようになる。

① 従来，経済理論は，消費者と企業についての行動原則を用いているの

に対して，政府については満足すべき行動原則を示していなかった。このモ

デノレで、は民主主義政府は政治的支持を最大化すべく合理的に行動すると仮定

する。

② 政府の行動にとっての条件は次の 3つである。イ.野党の存在を許す

民主的政治構造 ロ.種々の程度に不確実な環境 ノ¥合理的有権者として

の選挙民の存在。

③ 従来の経済理論において政府の経済学的モデノレは規範的で、あるが，こ

のモデノレは実証的で、あることを茎本にしている。

④ 国家の本質について，次のように要約される。

「ブキャナンは国家についての有機体的概念と個人主義的概念という 2分

法を示したが，われわれはそのような両極端を回避しようとするものであ

る。サミュエルソンとボーモノレは，国家は直接的所得移転と不可分便益に関

する行動のみを効率的に実施できると論じたが，われわれは国家がそのほか

にも多くの正統な役割をもっていることを示そうとするものである。ノミーグ

ソンは，純粋に倫理的な公準を用いて，個人的目的と社会的目的とのあいだ

の関係を確立しようとするが，われわれは政治の形で、倫理的公理を採用する

ものである。アローは独裁なくしてそのような関係が合理的に確定できない

ことを証明したが，われわれは，どのようにすればかれのディレンマが回避

できるかを示そうとするものである。

これが政治モデルの基木構造であり，その先，ダウンズは細部にわたって

政治プロセスの問題を論じている。経済理論では，合理的な個別主体の目的

関数最大化行動を前提にして，市場を通ずる自発的交換を媒介に，社会全体
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の目的最大化と斉合することが示された。政府部門が導入されると，政府の

得票最大化と個人の目的関数の最大化との間にある種の関係が想定されるこ

とになる。もし政府の意思決定が個人の効用最大化行動と斉合するように行

なわれるならば，それは，ブキャナンの言う demanddrivenな政府である。

しかし，ダウンズによれば，政府は直接には得票最大化を行動目標としてお

り，伝統的厚生経済学のように，社会の効用最大化を行動目標にしているわ

けではなL、。政府活動を規制するのは，有権者の投票と野党の戦略であり，

他方，有権者は期待効用のみならず，野党の戦略にもとづいて投票する。し

たがって，政府の意思決定，活動は，単純ではなく，そこに政党間競争とい

う要因がもう一つ加わる。さらに，不確実性，情報費用といった，一般に最

適からのずれをもたらす要困が働く。したがってダウンズによって提示され

た政治モデルは，もちろん， benevolent despotismではないのみならず，単

純に demanddrivenともL、し、きれないであろう。

ダウンズの議論は，選挙民の効用最大化，政党の得票最大化とLづ行動原

則にもとづき，政府与党と野党の戦略行動を通じてもたらされる政府の意思

決定と活動が，社会の効用最大化をもたらしうるかどうかを，理論的に明ら

かにしたものである。その際ダウンズは，情報費用や不確実性の問題，さら

に公共財が有している性格に注目していたし，また他方，政府についての完

全な個人主義的モデルで、も，国家有機体説でもない弾力性のある見方にたっ

ていた。このことは，選挙が頻繁に行二なわれるものではなく，政府は次の選

挙まで拘束を受けることなしに政策を実行できる，という仮定のうちにも見

出される。

これに対してブキャナンは，政府について despotic な側面を強調し，そ

れに対する制約が現行の多数決原理のもとではきわめて弱いということを主

張する。選挙民の投票や，野党の戦略的行動が，個人の効用最大化と両立し

ないならば，それは市場の失敗になぞらえて，政治の失敗とでも呼びうるだ

ろう。では，それはどういうものか，何故失敗なのか，という点について，

公共選択の理論でとりあげられているこれらの問題とブキャナン等の主張を
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検討しよう。

1) G. Brennan and J. M. Buchanan，“Towords a Tax Constitution for Leviathan，" 

Journal o[ Public Economics 8， Dec， 1977. 

一一一一一一一，“TaxInstruments As Constraints on the Disposition of Public 

Revenues，" Journal o[ Public Economics， 9， June 1978. 

一一一一一一 ThePower to Tax-analytical [ou刀dationso[ a fiscal constitu-

tion. 特に chapt.2および， chapt. 3参照。

2) Buchanan and Brennan， The Power to Tax， chapt. 2， p. 18. 

3) ibid.， chapt. 1， p. 6. ウイクセノレのこの議論は，次の書物の中に提示されている。

Knut Wicksell， Finanztheoretische Untersuchungen， 1896. 

4) Buchanan and Br巴nnan，op. cit.， chapt. 1， p. 8 

5)基本法的段階というのは，後述するように，最初に社会を形成するときの，社会の

基本的枠組のとりきめを行なう段階である。それは契約によって行なわれる，とい

う社会契約論的考え方にたっている。この契約を constitutionalcontractと呼ん

でし、る。 Buchananand Brennan， op. cit.， chapt. 1， pp. 8-9. 

6) Buchanan and Brennan， op. cit.， chapt. 2， p. 14. 

7) K. J. Arrow; Social Choice and lndividual Values， 1951. A. Downs， An 

Economic Theory o[ Democracy， 1957. 古田精司監訳「民主主義の経済理論」成

文堂昭和55年。

8) Buchanan and Brennan， op. cit.， chapt. 2， p. 15. 

9) Downs， An Economic Theory o[ Democracy， pp.11-12.邦訳，序論11-12ベージ。

10) J. M. Buchanan，“The Pure Theory of Gov巴rnmentEinance: A Suggested 

Approach，" Journal o[ Political Economy， Dec. 1949， pp. 496-505. 

11) Downs， op. cit.， p. 15. 

12) ibid.， p. 16.邦訳， 16ページ。

13) ibid.， p. 18.邦訳， 18-19ベージ。

14) ibid.， chapt. 1， IV. Summary， p. 20.邦訳， 20-21ベージ。

15) ibid.， chapt. 4， pp. 72-74.邦訳， 74-75ベージ。

16)もちろん，政府の提供する財が不可分割的サービスであること，さらに投票権の売買

が禁止されていること等の理由により，政府部門を含むモデノレでは，政府の得票最

大化と個人の均衡とが両立しにいくことは，ダゥ γズも認めている。 ibid.，chapt. 

10， pp. 203-4.邦訳， 207-208ページ。

3_ 政治の欠陥

ブキャナン等は，多数決原理が政府に対する制約条件として不十分である
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根拠として，少なくともニつの問題がある，と指摘する。一つは多数決原理

の運用 operationに関する問題であり，もう一つは(政治的な成果を決定す

る際の)官僚の役割である。

第1の点について， ブキャナン等は， 次のように指摘する。「よく知られ

るように，個人の選好が単峰型 singlepeakedでないか，あるいは政党が政

策を同時に公表しないなら， 多数決原理は， 循環的な社会的選好 cyclical

social preferenceをもたらす。」このことをもう少し詳しくみよう。

いま，A， B， C という 3つの案件があった場合，A が B より選好され
p p p 

(A>Bと書く)， B>Cでかつ，C;:>Aであるような場合，循環的社会的

選好をもたらしている。これが循環的多数決である。これはアローの有名な

推移性の条件を充たさないケースに相当する。これについてわかりやすい例

を， ミューラーはその展望論文の中で示しているのでこれを借りよう。表1

は，X， Y， Z という 3つの案件について，投票者 1，2， 3がそれぞれの選好

をもっている場合，社会的選好がどのようになるかを示している。

もちろん，各個人の選好は推移性をもっている。しかし，投票で社会的選
p p p 

好を決めると，X;:>Y， y>Z， Z>Xとし、う循環的選好を示すことになる。

これを効用平面上であらわすと，図 1のようになる。図 1は，公共財効用空

聞を示す。 X，Y，Zが，順番により多くなって行く公共財への支出であると

表1

ぶぞ X Y Z X 

1 メ メ く

2 ヨ < > 
た > 

P 
3 > 

社会 二よ ヨ メ
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Q 

公共財への支出

Z Y X 

図1

投票者2はそうではな単峰型であるが，投票者1と3の選好は，すると，

い。その結果，循環が生ずるのである。 V"VZ' Vaはそれぞれ投票者 1，2， 

3である。

ブキャナン等が挙げているもう一つの例は，政策のアナウンスメントが同

という点である。いま政党が2つあるとしよう。時的でなければならない，

党 Iは他の党 IIよりも先に政策を発表しなければならないと仮定する。投

票者は3人いるとしよう。いま 300ドルの財源をどう使うかということが重

党 Iは3人の投票者に 100ドルづっの支払いを告

これに対して党 IIは，A， B の2人に， 101ドルづっ，

りのなにがしかを支払うことを告知した。選挙の結果，A， B は党 1~こ投票

C には残

要な案件であるとする。

知した。

するから， 1が勝つ。

政党 1 (100， 100， 100) 

(101， 101， m) 政党 II

m三三98

党 IIは m込 Oでさえあれば Cに対する支払いは充分であ

り，残りの 98を怒意的に利用しうる。

後述するように，

この場合，

これがすなわち余剰を搾取しうる。

の

選ばれるためには多数派に対して最小限の資

独占的国家(リヴァイアサン)monopoly government 

基礎になる。また，党 IIは，
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源の移転で済む (101であればよい)。この結果，次の命題が生まれる。

① 合理的な党は，少数派を最大限搾取しうる。

② 選挙に勝つためには， 最小の資源を多数派に支払えばよし、。 この結

果，選挙に勝った政党は，総資源のかなりの部分を盗意的に利用しう2。こ
れが monopolygovernmentの重要な側面となる。

ついでながら，多数決原理が効率的資源配分を妨げるもう一つの例につい

て示しておこう。これは先にブキャナンが示した例と全くおなじように，少

数派の犠牲の上に多数派が利益を受ける場合，社会的資源配分はかえって改

悪されることを示すものである。これは妥協的協力 logrollingが行なわれる

場合に生じうる。各案件についての投票者の選好の強さ preferenceintensi-

tiesがおなじでないなら，多数派の利益は少数派の損失より少ないかもしれ

ない。つまり，AとB はより小さいプラスの選好しかもたないが Cはよ

り強い選好をもっている案件が，多数派によって否定されるとか， Cにとっ

て強いマイナスが， A と B の~~\，、プラスにより，投票の結果，通過する，

といったことが生ずる。これを避けるために， logrollingあるいは投票の取

引が行なわれるかもしれなし、。

いま，案件が X，Y，Zの3つあり，投票者は A，B，Cの3人である場合

を考える。表2は， 各案件ごとに A，B，Cにどんな利益とコストをもたら

すかを示している。仮に A，B，Cは農業者であり xは B に Yは C
fこ，Zは Av;こ利益をもたらすような案件(たとえば農道を通すというよう

な)であったとする。 X も Yも，それによって B，Cにそれぞれ7億ドル

の粗利益をもたらすが，他方その建設には6億ドル要し，これは税金によっ

表2

案 件 X Y Z 

投票者

A -2 -2 -3 

B 5 -2 6 

C -2 5 -1 
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てまかなわれるから，A， B， Cにとって 2億ドルづつの負担となる。もし，

一つの案件ごとに投票するなら， どの法案も否決される。 しかし， もし B

と Cが協力して，Bは Y案にも賛成するかわりに Cに X案に賛成して

もらうとすれば，X と Yは成立する。 X については B は7億の粗利益

と2億の税負担，Yについては Cが7億の粗利益と 2億の税負担，A は，

いずれの案件についても 2億づっ負担する。社会全体として， 2つの案件が

通過することにより 2億ドルの純利益が発生する。 これは少数派 A に一方

的に負担をおしつけることによって，多数派 B，Cが利益を受けるケースで

あるが，社会全体としては，純利益がある。このように案件に対する選好の

強度が投票者によって異なる場合は，取引による改善が発生しうる。 B とC

がうる 2つの 5を2にかえると，取引はおこらなし、。

このような取引を伴った多数決ルーノレの場合には，社会的な損失が発生す

ることがしばしばある。これはタロックによって論じられている。いま仮に

X， Y による粗利益がそれぞれ5億ドノレで， 費用がそれぞれ6億ドルだとし

よう。費用は2億ドルづっ，均等に分担される。この場合も，Xによって B

は3億ドノレの，Yによって Cは3億ドノレの純益をうるから，BとCの妥協

的協力によって，X とYが可決される。この結果，社会的損失が2億ドル

発生する。政府が常に多数派の人気を得ょうとすれば，このような社会的損

失を発生し，財政の規模は大きくなり過ぎる。

これらは，いずれも多数決原理の欠陥として挙げることができる。多数決

原理の不十分さとしてブキャナンが挙げるもう一つの根拠は官僚制である。

ブキャナンによるまでもなく，官僚も政治家と同様パワーをもっている。し

かし，政治家は選挙に負けることがあるが，官僚にはそれがなし、。その意味

で独占者であり，この独占力の行使がどのようになされるかが問題になる。

ブキャナン等は，最も一般的には，官僚は予算規模の最大化行動を行なうと

同時に直接所得(彼等の給与，ボーナス等)の;最大化を行なうと考えている。

彼等は公共財，公共サーピスの独占的供給者としての位置を占めており，そ

の権力は，選挙による制約の及ばぬところにある。この点が重要で、ある。初
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期の公共選択の理論においては，この官僚制の位置づけが不十分であった。

ブキャナンがこの点を重視するのは，彼のリグァイアサンの発想と結びつく

所以である。

官僚制の問題は，それ自体，重要なテーマである。完全な政党支配の政治

であるならば，官僚も選挙に制約されている。しかし，政権政党がかわって

も官僚機構に大きな変化がないならば，し、し、かえれば官僚の継続性があるな

らば，官僚に対する選挙の制約は乏しし、。この点は，固により異なる。

ブキャナンは，官僚の予算規模最大化行動を裏付けるデータとして， GNP 

に対する予算規模の拡大傾向を示し，これは選挙によって容易には制約され

えないとして，このことから民主的政治プロセスの不十分さを強調するので

あり，先に示した多数決原理の運用上の問題とともに，多数決原理の有効性

に疑をさしはさむ。そして，これに代替するものとして，憲法的レベルでの

税制を重視するのである。政府，官僚をサープラスマキシマイザーと前提し

た独占的国家を想定し，そのもとでなお，国民の効用最大化と両立するシス

テムを提示する。これがリヴァイアサン国家のモデルで、ある。

ブキャナンとブレナンがリヴァイアサンモデルを提示したのは， 1977年の

論文以来であるが，それ以前からブキャナンは国家について独自の見解を示

していた。それはすでにダウンズの議論をとりあげたところで示したとおり

である。リヴァイアサンについて検討する前に，ブキャナン自身の国家につ

いての考え方をみておこう。

国家についてのヴァージニア学派の体系的叙述は，ブキャナンとタロッグ

の「公共選択の理論」の中に示されている。この書の第2章で著者等は，公

共選択論の基本前提としての個人主義の公準を示す。共同的選択の理論にお

いて，国家をどのようにとらえるべきかがまず問題である。国家についての

一つの考え方は有機体説である。「有機体概念が受けいれられると， 共同選

択決定の理論はかなり単純化される。集団は一個人とみなされる。そして，

分析者に必要となるものは，独立した国家行動を動機づける背後の価値類型

ないし価値尺度をみつけることだけである。……有機的国家は……個々人か
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ら独立した一つの実体であり，一つの価値類型をもち，一つの動機をもって

い点」著者達は， しかしながら， この概念は丙洋哲学の伝統には基本的に

反するものであるという。「西洋哲学の伝統の中では， 人間個人が何よりも

まず哲学的存在なのである。……西洋民主主義に妥当する共同選択理論を構

築しようとしているために，まず，共同行為のどのような有機体的解釈をも

排除するつもりである。」

それのみならず， 著者等は次のようにもいう。「まったく同じ仕方で， わ

れわれは，支配階層による被支配者の搾取という内容をもっ集団の理論ない

し概念も拒絶する。Jr国家の有機体概念を排除し，同じく，階級支配の理念

をも排除してしまうと，われわれに残されるものは，集団の純粋に個人主義

的概念である。」

ブキャナンとタロックは，必ずしも完全に一致した意見をもっているわけ

ではないが，この書物は共同で書かれており，したがって上の引用も両者の

共同の見解とみなすことができる。しかも本書は 1964年に出版されており，

序文によれば，各章の大部分は 1959年から 60年に書かれた。したがって，

ダウンズの書物 (1957年)よりは新らしし、。各章の体系は，基本的には方法

論的個人主義にもとづいてつらぬかれている。ダウンズが批判したブキャナ

ンの国家論に関する単純な二分法は，ここにおいても見られる。しかし，こ

の書物においては，明確に個人主義的前提で公共選択の理論体系を展開して

いる。

では，この議論と，ブキャナン=ブレナンによるリヴァイアサン・モデル

とはどのような関係にあるのだろうか。一つはっきりと読みとれることは，

ブキャナンは主としてドイツに盛んであった国家有機体説や，マルクス主義

の国家観を排しているのであって，基本的には，西欧民主主義の理念型とも

いうべき市民社会の国家観にもとづいており，それは，ホップズに淵源を求

めることができる。

だが，最初に述べたように，ブキャナン等は，単純な demanddrivenな

政府を認めているのではなし、。西欧に伝統的な個人主義のモデルに立脚しつ
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つ， しかも despotismに近し、。そのようなそう夕、ノレとして Pグァイアサン

認される。このことな理解するために，次に;f<ッブズにたちかえってーそ

の してみよう O

1) Buch註nanand Brennan， 1'he Power to Tax， 1980， p. 20 

2) D. C. Mu口悦1球elle主乙，

.Tu附 1段97苅6.なお，これば季刊現代絞済27札 28翌九 29号に，童需主義部によって郊釈

されてし、る。

3) ibid.， pp. 403-404. 

4) Buchanan and Brennan， op. cit.， pp. 20…21. この議論比〆ウシズが?民友会ミ

議発の経済理論で論じているところである o Downs; An Economic 1'heory o[ De-

持~ocracy. chapt. 9. 

5) Buchan臨時dBrennan， op. cit.， p. 21. 

詩)Mueller，。か cit.，pp虐 406--407.

?η) G仏.すむ心IIゐockλ，

ひec.1号59，pp. 571-79;問 print母diぉ Readingsin Welfare Economic日， 1969. 

話)Buch昌nanand Brennan. ot. cit.， p. 23. 

9)官僚制の問題は， 総綴論の能薬毒として抱議議してみると爽味深い。一溺の政治機構

宅ピ，企業組織になぞらえてみると，食僚は経営者tこ，選挙民は株支に対応する。純

粋の民主主義モデルを企業組織になぞらえると，企業経営者は株主の蓄を媛大化要求

(たとえば株式価値最大化あるいは抵当貴重大化〉を行動目標にしなければならない。

しかし，経営者が株主の官後大化要要求を制約〈政府，官僚に対する滋殺の縦約に対

応ずる〉条件として，独問の効胤関数宅どもち，それを最大化するという行動をとる

とき，それはちょうど笈僚支配に対応する。ここで護要なことは，ゴ長書長級織の効率

的運営のために，立うるていど護専門的能力のある経営者にまかせることが一般的にな

っている，ということである。 γ ネ…ジメ γ トグループは，頻繁に否定代ナるわけでト

はない。経営者の任命後致事長支総会が持っていたとしてもs 大部分の滋裂な意思決

定は経営者にまかされる。それによって企業組織の安定性が維持されるq

事業活動，投資が，長織に及ぶものであれば，ますます，緩鈴障は安定していな

ければならない。国家も問機で，秩序と安定の要求が強まるほど，官僚交況の要素

が強まるだろう。そうなると，いっそう経営者z官僚のEI出語家主設の余泌が大きくなる。

伝統的民主ざ院議モ7"/レに対Fe;;ずる企業理論では，企業の問的関数は株主の自治関

数とおなじであり，経:1労務は，株主の総体としての窓d怒な代子?ずる存夜でしかない。
現実はどうか，とこれは溺によって，たとえば日本とアメ日カで，異なる。アメジ

カのほうが，形式上，ビジネスデモグラシーの原則がつらぬいている。

10) Buchanan and Brennan.。ゑ cit.，pp. 24-25. 
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11) Buchanan and Brennan，“Towards A Tax Conslitution for Leviathan，" Jou-

rnal 01 Public Economics， 8， 1977. 

12) J. M. Buchanan and G. Tullock， The Calculus 01 Consent: Logical Founda-

tions 01 Constitutional Democracy， 1962. 宇田川嘩仁監訳「公共選択の理論」

東洋経済，昭和54年。

13) ibid.， chapt 2.邦訳， 13ページ。

14)向上， 13-14ベージ。

15)向上， 14-15ページ。

4. ホップズ「リヴァイアサン」における国家

すでに述べたように，ブキャナン等は，政府の本質について，従来の伝統

理論を benevolentdespotismと demanddriven なタイプに分け，自分達

の考え方(ヴァージニア学派)は，どちらかといえば despotismに近いとい

う。そして公共選択の理論で扱われる demanddriven な政府は，支配する

gov巴rnとしづ意味での政府 gov巴rnmentになっていない点を批判して，国

家の専制的側面，それ自体の目的を追求する存在としての側面を重視し， リ

ヴァイアサンのモデルを提示する。しかし，このリヴァイアサンは，決して

有機体的国家観によっているものではなく，ブキャナン自身の思想の流れか

らいえば，公共選択論の考え方，すなわち個人主権を基礎とした考え方にた

っていると思われる。前節でみたように，ブキャナンはタロックとの共著に

おし、て，公共選択を論ずるときには，方法論的個人主義に立脚している。こ

の点をどう理解するか，何故， リヴァイアサンをとりあげたのか，単なる比

喰に過ぎないのか， それ以上であるか。公共選択を論じていた 1950年代か

ら60年代までのブキャナンの考えと， 1977年以後のそれとの聞に本質的な

違いがあるのか。これらの点を明確にするために，以下，ホップズにたちか

えり， rリヴァイアサン」を中心に， その国家論を検討し， それとヴァージ
ニア学派の考え方との聞の共通性を探ってみよう。

近代国家観を田中浩氏にしたがって大別すると， (1)西欧型国家観， (2) 

保守的ファシズム的国家観， (3)社会主義型国家観の三つの類型に分けられ

る。ブキャナンとタロックが， r公共選択の理論」において排除した二つの
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国家鋭，すなわち，有機体読と搭級による階級の支誕の手段という考え方，

というのは，形式的に対J;t，'d捻ると， このく2)，(3)に対応ずる。田中氏は

(1)を近代間家観の謀本型をなすものであるとし、う O 氏によると，それは，

市民革命第のホップズ， 口ッグ，ノレソ一等のいわゆる下社会契約論j者達の

顕家論にはじiり， 19世紀には，ベンサム，ミノレの自由主義醤家論に受けつ

がれ， 20世紀にはいってからは，ラスキ，マッキーパー，バーカ等の多元信

関家論へと系詩的にはつながるとし寸。そのやでも，ホップズは最も古く

なすものといえるO ここでは，グァージニア学派が，おなじ近代国家裁

の基本的系殺につながることは当然として，が1故ロックでもノレソーでもなく

もうひと昔まえのホッブズなとりあげたのか，その根拠に焦点をあてて，ホ

ップズの国家論の特賞閥、職'e.悦表'!J， ~e.J 0 

ホγ ブズ， ロッグ 1レソ…考察の近代国家観の基本望どなす思想に共還してい

るのは，閣議反は多種多様な利害な兵y，こする摺人が，かれらのg的役実現する

として契約によっ したものである，という考え方であり，閤家を

る目的は，ホッブズにおいては，自己保存であり p ックにおいては

所有権の保護であり，そしてノレソーにおいては自由の確保である，という点

でそれぞれ異なっている。また，そのように設立された統治の機関は，ホッ

プズの場合は主権者であり， 世ックの場合は議会と間五であり，ノレソーにお

いては立法者や政府である，ということになえすなわち，近代国家論の特

質は，まずなによりも，隈家電とi弓意出契約からさ七まれたものとみなすJ去にあ

り，したがって，総治者あるいは主権者による支配は合法的支説である，と

みなすところに特徴がある)。ここれらの近代国家論のやで，ホッブズの

にはどのような特徴があるか。

ザヴァイプサンの第1部， r人跨論jの第13権「人類の護福と悲惨にかん
するかれらの自然状態についてjで，被はまず f自然、状態Jという概念を提

示しており，これが後の雷家設立の重要な根拠となることを示唆するo まず

かッブズは「人々はうまれっき平等である」として人関の自然的施力の平等

ら設きおこし，その平等から不信がおこり，不信から人聞のあいだの戦
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争が生ずることを述べる。そしてその争いは「継続すゐ恐怖，暴力による死

の危険とが存在し， 人間の生活は， 孤独でまずしく険悪で， しかもみじか

い。」すなわち， 人間が全く自由で平等である自然の状態においては， この

ような悲惨と死が生ずるというのである。 自然状態とは， I国家をいったん

その構成要素としての個人にまで解体し，共通する公権力の存在しない状態

においてかれらが相互にどのように振舞うかをのべたものであって，……そ

こからホップズは逆に何故に人聞は法や国家を必要としたか」を明らかにし

たのである。

リヴァイアサン第 14章で， ホップズは， 自然法と契約について論じてい

るが，そこではまず，自然権 JusNaturale，自由，自然法それぞれの内容を

述べている。自然権は，自然状態、において人聞が自己保存のため自分自身で

行なうあらゆる自由をさす。すなわち，彼自身の生命をまもるために自身の

白書長的な力や能力を用いる自由である。このような自然権から自然法を導き

出す。これが第1の自然、法と呼ばれるものである。しかしこれにつづいてホ

ップズは，自然権の放棄を示す第2の自然法について述べる。自然、権の放棄

を主張する根拠は，もしそれを保持しつづけるならば，すべての人々は戦争

状態にあるからである。かくて人々は自然権を相互に抑制することによっ

て， 自然状態とは異なって， 自然権を実質的に享受することができるに至

る，とホップズは考えている。この場合，誰に対して権利を放棄したか明示

されなければ，それは放棄そのものであるが，相手が明示されている場合は

譲渡である。そして相互的に権利渡譲が行なわれる場合が契約 contractで

あり， I契約者の一方が， かれがなすべきこととして契約されたその物をひ

きわたして，相手がある定められた期間ののちにそのなすべきことをおこな

うのにまかせ，そのあいだ相手を信頼する」という場合，約束 pactまたは

信約 covenantとよばれる。ホップズにおける国家は，まさに，自然状態か

ら自然権を放棄することの相互的な信約のうえに成立する。リヴァイアサン

第1部は，自然、的人間の分析であり，何故人聞は自然的状態から脱して，人

工的に設立された社会へ至るかを明らかにしたものといえる。そして，第2
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部「コモンウエルス」において，国家の特質を解明するのである。

自然状態のもとで各人のもつ自然権が戦争の原因であった。そこで各人は

相互に自然権を放棄する信約をとり結び国家を設立するのであるが，人々は

特定の個人あるいは合議体に，かれらの人格を担わせることになる。この一

人格に統ーされた群集はコモンウエノレス(ラテン語ではキウイタス)とよば

れる。これがリヴァイアサンの生成である。

かくて，国家はひとつの人格であり，この人格を担うものが主権者 sove開

reign である。さらに主権者権力のかくとくは二つの道によって行なわれ

る。一つは自然的な力による場合，もう一つは，協定により自発的に人々が

服従する場合である。前者はかくとく aquisitionによるコモンウエノレス，後

者は設立 institutionによるコモンウエルスとよばれる。

ところで，ホップズにおいては，国家は各人と各人との信約によって設立

されたものであって，主権者と人民との聞の信約あるいは契約によって成り

立つものではなし、。したがって主権者の権力は，各人と各人との信約による

一方的授権である。この結果，統治契約は否定されることになり，契約違反

を理由に主権者に抵抗するとL寸根拠を否定することになる。この点がロ γ

クと異なっている。では何故抵抗権を否定したのであろうか。おもうに，ホ

ッブズにおいては，なによりもアナーキーな状況が悲惨と危険をもたらすこ

とが怖れられていたということであり，抵抗権を認めることは，ふたたび自

然状態に立ち戻る危険を含むと考えられていた。

かくて，ホップズにおいては，主権は絶対的となる。ロックは，国民の同

意によって成立した政府が権力を濫用する危険を防ぐ、ために，権力の分割と

権力そのものを市民法に服せしめること，さらに，政府が同意に反した場合

の抵抗権をも正当化していた。しかしホップズは，そのような専制すらも自

然状態より望ましいと考えていたのである。ロックにおいては，自然状態は

専制に対置されるものとして，平和な望ましき状態、であったのに対し，ホッ

プズにあっては，まさにアナーキーそのものである。

ロックの政府権力に対する分割，制約の考えは，ジェファーソン，ハミノレ
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トン，マジソン等のアメリカの民主主義思想に受けつがれている。そしてお

そらく，ブキャナン等のヴァージニア学派においても，アメリカの民主主義

的伝統は受けつがれている。しかしそれでもなお，ホップズの世界に立ち戻

ろうとしている。すなわち，政府権力に対する制約の有効性については疑問

を抱き，むしろ政府の専断的側面とでもいうべきものを重視している。

ホップズからヴァージニア学派まで 300年のへだたりがあるが，そこに共

通しているのは，人聞に対するある種のペシミズムであるといえるかもしれ

ない。しかし，このような人間のエゴイズムを認めた上で，それで、もなお，

安定した秩序のある共同体の存立を求めること，またそのような社会があっ

てこそ，人聞が存続しうると考えているところに特徴がある。ベシミスティ

ックな政治論に立脚しつつ，なおかつ最適な状態を導き出すノレーノレを求める

というところに，ブキャナン等のすぐれた点がある。

このように，人間の本性についてベシミスティックな立場をとるホップズ

の見解は，ブキャナン等に受けつがれているとみることができる。そこでは

政府や官僚もまた，私益 selfinterest を追求する主体とみなされる。その

ような主体が，他方で選挙による制約を不十分にしか受けないとなれば，他

に代替する制約が必要になる。そこで，選挙で選ばれても，容易には変更し

えない上位の規範の中に，国民の福祉増進につながるルーノレを設定しておく

べきだ， ということになる。このように，あくまでも上位のノレールによって

社会を運営していくべきだというヴァージニア学派の思考様式は，その淵源

をたずねると，ホップズに行きあたる，ということがし、えるだろう。

ブキャナン等の発想は，あくまでも方法論的個人主義に立脚しながら，合

理的個人を前提にした上で、国家の存立の根拠を求め，そのように形成された

国家が，個人主義の論理的帰結としての民主政治のプロセスによっては充分

には制約されず，支配するとしづ意味での政府になるという点、に注目し，そ

のような政府を有効に規制して，個々人の効用最大化と両立しうるルーノレを

見出そうというところに発している。選挙によっては単純には交代しえない

政府としづ意味で， demand drivenな政府とは，まったく正反対の despotic
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な政府を想定L，選挙による制約の不充分さをカバーする代替策としてのル

ールを， 抽象論的には， 社会を設立する段階で設定しようということであ

る。
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るか，ということが当然問題になる。この問題はブキャナンとブレナンがし、

くつかの論稿においてとりあげてきた。 1978年の論文では，リヴァイアサン

的政府をして国民の効用を高める公共財， 公共サービスの供給に同意させ

る手段としての税制の可能性を検討している。おなじことは， 二人の共著

Power to Taxにおいても展開されてし、る。この議論の骨子を示そう。

ここでは基本的に政府は余剰最大化行動をとるもの surplusmaximizerで

あって，直接的には国民の効用最大化を目標にしてはいなし、。国民の効用は

公共財の供給量に依存するとする。ここで次のようなモデルを考える。

Gs=aR (1) 

Gsは公共サービス，R は税収入，a は税収のうち公共財への支出に向け

られる割合である。庄は税制lのあり方に依存する。

リヴァイアサン的政府は君主国で，国王が政府を体現している。国王の目

的は自らの効用を最大化することにある。これは国王の所得最大化と考えて

よL、。最大化される国王の所得 YK は

YK=R-Gs 

=(1一日)R

(2) 

(3) 

(2)は，国王の所得が税収から公共財への支出を差しヲ!¥，、た余剰であるこ

とを示し， (3)は，その余剰が税収入と，税体系によってかわりうる日に依

存することを示す。 YK を最大化するには，Rを最大化するか， αを最小化

すればよし、。そこで問題は，国王の効用最大化，すなわち YK の最大化と，

国民の効用最大化，すなわち Gsの最大化とが両立しうるか， ということ

である。 これは Rが何によって決まるか，aはどんな税体系のもとでどの

ようにかわるかによる。 (2)式からわかるように，もし Rが与えられていれ

ば，国民の要求に応ずる公共支出を増大させるほど，国王の効用をもたらす

YK は減少する。

しかし a とR とが正の相関関係にあれば，日を大きくするほうが Rも

大になるということがありうる。国民への公共財支出を増大させる(ほの増

大)ことが税収の増加につながるなら，望ましいということになる。
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R は税源に依存するが，ブキャナン等の主張は，税源と公共財支出 Gsと

の聞に補完的な関係があるということであり，そのような補完的関係をもた

らすのは目的税だということである。所得税等の一般的税制は，国王(官僚)

の自由裁量で動かしうる。しかし目的税の場合は，公共財支出の増加がかえ

って税収をふやすことになり，結局 YK 最大化と Gsの最大化がどこかで

バランスすることになる，という議論である。

ここで，ブキャナン等がリヴァイアサン的国家を前提していることの意味

を考えてみよう。リヴァイアサンの仮定では，納税者=受益者は，政府によ

って供給される公共財 G をコントロールできないとされる。 もし投票が政

府の行動を強く制約するなら，G の内容はともかく G 全体の水準について

納税者の意思を反映させるということができるかもしれなL、。しかし，ブキ

ャナン等の議論の特徴は，実際の政治の場で，選挙による制約が不十分であ

るという考え方にある。そこで，国王が自らの効用最大化行動をとるという

極端な行動を仮定する。 G の水準を決めるのは国王である。かくて YK を

最大化しようとする国王が G を増大させようとする誘因が必要である。

そこで，もし日と Rの聞に正の相関関係があるなら，aの増大は (1ーα)R

を増大させることになるかもしれなL、。 R は税源 taxbase と， 税率構造

rate structureに依存する。税源は所得であるかもしれないし，消費支出で

あるかもしれなし、。いずれであるかは R に影響を与えることになる。税源

を B，税率構造を rとしよう。

R=R(B， r) (4) 

一般的に考えると，税源Bが増大すると税収入 Rも増大するO もし税体

系 rが与えられるとすれば，RとBとが補完的な関係になければならな

い。所得税ならば，B は所得ということになるし，消費税ならば B は支出

である。問題は，税源 B と公共財への支出 Gとの相互補完性である。ブキ

ャナンとブレナンは，官僚が自由裁量的に決定できる所得税のような一般的

税よりも，使途を特定化した目的税のほうが，Rの最大化と G の最大化を

均衡させうると考える。すなわち必要な仮定は，
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aR 
百 >0
aLT 
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であり，その前提として

aB 
一一>0aG 

であることが必要になるO その結果

aY ... 
~:，"，A>O 
aG 

となることを示すのである。これは，もちろん G と B の動きに依存する。

Gが増大して行くにつれて B も，したがって R も増大する。ある点で，

R-G=YK が最大になる。

ブキャナンとブレナンは，このように G の増大と YK の最大化が両立し

うる点があること，それをもたらす税体系は， 目的税であることを示す。そ

の具体例としては，ガソリン消費税が挙げられる。道路とし、う公共財を供給

することによって自動車が走る。ガソリン消費が増大する結果，税収が増大

するという仕組みである。ブキャナンとブレナンは，この税体系をあらかじ

め社会のルーノレとして設定しておくことによって，政府・官僚が盗意的に財

政を動かし，国民の利益の増大につながらない結果をもたらすことを防ごう

とするものである。

通常，税の使途を特定化すること earmarkingは，意思決定者の伸縮的な

政策を損なうといわれる。しかしブキャナン等は「この主張は，政府につい

て，それが benevolentであるというイメージをもっている。政府は市民か

ら離れても，公益に動機づけられている， と考えている。こういうイメージ

は，民主的な意思決定とも，政治家や官僚の私益追求がある役割をもつことを

含むモデルとも，斉合しない。」という。すなわち，すで、に述べた benevolent

despotismの考え方は，民主政治モテ守ル(初期の公共選択の理論)とも，ブ

キャナン等のヴァージニア学派の議論とも相容れない，というのである。

ブキャナン等の議論は，標準的な公共選択のモデノレとは，制度的な政治過

程についての基本仮定において異なっている。標準的な理論では，税収と政
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府支出とが民主的投票過程によって決定されるというのが基本恒定であった

この仮定を敢えて務としている。そして税制の基本的枠組に関すること

については，政治過程以前の謀本法設般の段階でソレールとして決めておくべ

きだとL、う もっている。

この点についてのヴァージエア学派の見解せと，もう少し掘り下げ し

ょう。ブキャナンとブレナンは， Power to Taxにおいて，総税者ロコ投票者

自分遠の望む結菜さどもたらすように政府をし、かに制約するかと

いう問題を論じている。通常の公共選択の理論は，政府に対する縦約として

選挙を考えていたが， グァ…ジニア学派は，灘挙による税約の可能性をど会く

るわけではないが，これまでみてきたような態助で詩史的政治プロセ

スの欠熱〈政治の失敗)から，復i約が不十分で、あることてどヨミ強した。 そこで

ブキャナン等は，次のように考える。い~，あたかもホッブズの自然状態に

ある人践のように，これから社会を構成しようとするときに，

枠総をこ Lらえる。これを constitutionallevel とよんでいる。いったん制

度の基本的枠組みができて，社会が濃営される段階を， in“periodとよぶ。そ

して人間の constitutionalpreferencesと in-periodprefere拠出の問には違

いがあるという O それは有名な口ーノレスの分寵ノレーノレの決定の原理と似てい

る。すなわち， ロールスの場合， 人々が無知のヴェイノレに寵された behind

veil of ignorance始源的状態にある場合に，どのような制度な選択するか，

というように閣議をたてるのである。いったん世のやである位賓を犠得する

と，人々の選好はそ よって影響される。そこで¥人々が自分がどの

ポジシ器ンにあるか，式ちるいは将来自分がどのボジシ設ンにつくか全く知ら

ない状態，いわば母親の飴舟にある状態(それが無知のヴょイノしに議された

状態である)において，所得分配のルーノレを決定するとしたなら，少なくと

もその点については合意するであろうようなルール安，分配の基本藤理とす

る。したがって符ーノレス的立場では，一義交的に移転支出政策〈所得蒋分配政

策〉は，憲法的段階で constitutionally-hットされるべきだということにな

る。
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ちょうどそれとおな乙ように，財政の藤本ルーノレも憲法的段曜において決

されるべきで， in.periodにおける選挙のブ悶セスは，姶源的状態において

墾まれた結泉を単純にはさ長み出さなL、。これがブキャナン等の考えである。

このようにして，閤民の効郊の最大化に対応すると惑われる財政のノレ…ル

は，選挙によって1IiU約された政府が選びとることは，期待されないのであゆ

:in.period では容易には動かしえない閣の基本法において制度化されね

らない，と考えるのである。

ヅキャナン等の考え方をふえんしていえば，たとえば均衡財政のルールと

でもいうべきものも，おそらく constitutional levelで々ットされるべきも

の，という考え方になるだろう。この点，シカゴ学派の怒想と共i混ずると

ろがある。政府や官僚について， J理性的で科他的な行動をとるものという前

援にたって，はじめて成り立つ政府主導型経済について信頼をおくことなし

に，政府や官僚についても，私的利競合追求するという意味での合理的経済

人を想定し，その上でなお，有効な資源配分をもたらしうるような制震約ノレ

ールをあらかじめ決めておこうというので必る。ヴァージニア学派が強調す

るのは，経済における市場の失敗と向様，政治過程における失敗が存夜する

点で、ある。ぞれ故に，初惑の公共選択理論が3考えているような，多数決原理

による最適均衡は達成不可能とみて，選挙以外の政府に対する制約を主議す

ることになる。ヴァージニア学派が，このような non.electoralconstraintな

強調するのは，上述の多数決原裂の失敗と同様に，官僚穏の存在であろう。

政府誌選挙に制約されたとしても，官僚は瀦挙tこは制約されない。

では仮に官僚もまた選挙で選ばれるとL、う制度を決めたならどうであろう

か。たとえばアメリカの場合，大統領が代わればホワイトハウスの上級スタ

ップも交代する。それをど中級スタップにまで拡大するとしたならどうなるで

あろうか。おそらくそうなると，官慌の持続投が失なわれて政策奨行が不安

るだろう。それは場合によっては，よりアナ…キーな状態をもたらす

かもしれない。官僚は一方で、は人々合拘束し支髭する。しかし持続的で安定

した官僚制が地方ではその社会の秩序と安定をもたらす。人々がホップズの
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いう自然状態にあるときに，結局，人々はたがいに争い合って悲惨でアナー

キーな状態になるかもしれなし、。それよりは，支配に服することによって秩

序と安定を保つことを人々は選びとる。

このことの真実性は， 日本において与党が 30年以上も交代することなし

に持続していることにも見出せるかもしれなし、。人々が選挙において与党を

支持しているのは，与党に不満がないということではなく，政権の交代にと

もなう不安定性よりも，たとえ欠陥だらけでも与党の支配に服することによ

る安定性を選好しているからかもしれないのである。

これまで検討してきた議論，特にヴァージニア学派によって提起された議

論は，われわれに多くの示唆を与えると同時に，多くの課題を残している。

以下，主要な課題を列挙しておこう。

① 政治組織を企業組織になぞらえた場合，純粋に分権的な組織，集権的

な組織，その中間項，というように，さまざまな組織形態が考えられる。有

効な資源配分という観点にたって，望ましい組織形態と，現実に観察される

それとの比較を，企業組織，政治組織と対照させながら分析すること。

② ヴァージニア学派は，選挙による制約の不十分さに注目して，それに

代替するものとしての制度上のノレール設定を主張する。税制については目的

税がそれにあたる。しかし，それは個人の効用最大化と国家・官僚の目的関

数最大化とを斉合させるものになりうるか。

さしあたり，この二つの課題を，次の機会にとりあげる。

1) Buchanan and Brennan，“Towards a Tax Constitution for Leviathan，" Journal 

01 Public Economics， 8， 1977. 

Buchanan and Brennan，“Tax Instrument on the Desposition of Public Re. 

venues，" Journal 01 Public Economics， 9， No. 3， 1978. 

Buchanan and Brennan， The Power to Tax， 1980. 

2) Buchanan and Brennan，“Tax Instrument" pp. 303-305. 

3)ブキヤナシ等の議論の最もグノレーシヤノレな点は，RとGすなわち公共財支出と税

収との complementarityにある。そして，この相互補定的性格をもっ税制が目的

税である，というのである。

4)税体系の如何によっては， G とRの関係はいろいろにかわりうる。プキャナγ等
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は， Gの増大が Rの増大と結びつく場合を考え，目的税がそれにほぼ相当すると

みるのである。

5) Buchanan and Brennan，。ρ.cit.， p. 317. 

6) ibid.， p. 318. 

7) Buchanan and Brennan， Power To Tax， chapt. 2， section 2， monopoly govern-

ment and popular sovereignty. 

8) ibid.， p. 18. 

9) J. Ralls， Theory 01 ]ustice， 1971.これは有名な， ローノレスのマキシミ γ原理と

よばれるものである。


